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A 現状維持 住民自治協議会が地域に定着してきているが、今後さらに、自治会及び行政との情報共有化により地域の活性化を進める。
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改善についての取り組み
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地方債の区分と充当率等

5,366 5,366
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人0.7

5,366
　 　
　 Σ

　
事業費計(A)

人件費（Ｂ）

住民自治協議会の役割の重要性は、言うまでもないが、支援についても自治基本条例第２７条に規定されており、住民
自治を促進するために必要であると考える。

地域活動や事業の取り組みの協働性が図られつつある。住民参加の拡大が必要である。

事業計画に向けて取り組んでいるが、住民自治協議会のみでの活動については、難しい点もあり、自治会との情報の共
有が必要である。

まちづくり計画は、福祉、環境、地域産業の振興等広範囲にわたっており、これらの課題に取り組むべく限られた財源の
中で、地域の資源を有効に活用しながら、効率的な事業の取り組みが行われている。
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住民自治協議会の運営・維持及び地域まちづくり計画に基づき実
施する事業の支援を行うことにより、地域にあったまちづくりが推
進される。
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地域交付金
需用費

地域
25

　

２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 継続 単独 事業類型

3

財政支援策として、地域交付金の交付及び関係書類の手続き
事務を行った。また、地区市民センターを通じて、住民自治の
促進のための情報提供等に努めた。。

協議会の財政支援のうち、設立交付金については、平成
１８年度で廃止。平成１９年度より、まちづくり活動や事業
計画を評価し、新たな地域支援活動事業を創設した。

4
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Ⅰ

対象等（何を、誰を）

住民自治協議会及び市民
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